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最高裁判所 第３小法廷　御中

平成１９年（行ツ）第２１１号

平成１９年（行ヒ）第２２４号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業争議支援共闘会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局長　　永瀬　　登

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明治乳業賃金昇格差別撤廃争議団

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　長　　　小関　　守

要　請　書
本件、控訴審判決（東京高裁民事5部。以下、原審判決という）は、控訴人らの集団性について、参加人（会社）の「そもそもそうした集団としてのまとまりを欠くので、集団的な考察は、意味をもたない」（判決45～46頁）との主張を退け、「組合活動の面では1つの集団とみた上で、成績格差の有無の集団的な考察の判断を進めることが許されるというべきである」（判決46頁）として、別表8（申立人らの人事考課成績及び、昇格年度一覧表）の分析票（別表9）に基づき集団間比較を行い、昭和50年度までは「顕著な差があるとみることができる」（判決56頁）と判断します。ところが、昭和51年度以降については、昭和52年4月及び昭和58年度の制度改変による、昇格・昇号給の仕組み（人事考課成績基準）が変更されている事を認定しながら、昇号・昇格上で決定的に重要となったB考課成績の集団間比較を怠ることで、50年度以降も存在する集団間格差を見落とす誤りを犯しているのです。

本日の要請では、原審判決が、適格な人事考課成績の比較検討を怠ることによって、「有意な格差」の存在を見落とす結果となった、審理不尽（理由不備）を指摘します。

また、明治乳業の一貫した不当労働行為意思を示す、多くのマル秘資料（直接証拠）の中でも、上告人らが在籍した市川工場（千葉県）における、職制連絡会議（笠原ファイル、甲B1号証）は極めて重要ですので、昨年10月以降の要請に続き、その内容を述べます。

　　

記

1、 制度改変による人事考課成績基準、「B考課以上」の比較を怠った原審判決の誤り。

原審判決は、昭和58年度の昇号給の制度改変について、「人事考課成績中の総合成績評定が、2号給から5号給へは、それぞれC（標準）以上1年で、6号へはB以上1年又はC以上2年連続で、7号給へはB以上1年で、それぞれ昇号給し、7号給に達した場合は人事考課成績いかんにかかわらず据え置くとされていた」（判決34頁）と判示し、又、基幹職2級から同1級への職分昇格についても、昭和52年から「中卒、高卒ともに過去7年間すべてC以上で直近3年間にB以上が1個以上必要」との制度改変を認定します。すなわち、昭和40年代と50年代では、人事考課成績の「平均C考課」の基準が大きく変化したのであり、原審判決も、「継続して標準的な成績を受け、時にB以上の成績を得た者（制度からすると標準的な従業員とみてよい）」（判決55頁）と、その評価基準の変化を認定しているのです。　

ところが、原審判決は、そもそも人事考課成績は職分別相対評価であることをも無視して作成された、別表2（市川工場における技能職から基幹職1級の従業員の人事考課成績分布）をもとに、市川工場全体105名（うち申立人31名）の比較を行い、「その成績分布に有意な差はなく、特に、昇号給や基幹職1級への昇格の妨げとなるD以下の低位な成績については、ほとんど差がないとみることができる」（46頁）とし、「以上の集団的な成績分布割合の対比からみて、昭和59年度における申立人らの人事考課成績が全体に比べて低位に位置付けられていたことはないから、上記各控訴人の低位な成績決定が集団として低位評価された結果であるとはいえず、まして、差別意思に基づく低位評定であると認めることはできない」（判決47頁）と判断したのです。しかし、仮に別表2を前提としたとしても、昇号・昇格の要件として重要なB考課の比率を、上告人ら31名と、その他74名の比較で見ると、総合評定で上告人らが6、45％に対し、その他が13、51％と2倍以上であり、業績・能力評定の合計でも、上告人らが8、06％に対し、その他が16、89％と、やはり2倍以上であり、その格差は極めて明確なのです。自らが認定した制度改変を踏まえた比較検討を怠り、昭和40年代と同様に、人事考課成績D以下の比較だけで集団間の有意な較差の存在を否定し、「集団的な考察からすると、集団として差別の結果であるとみることはできず、個別事情によるものと判断されるのであり、（中略）それが集団的な差別によるものである、すなわち組合活動等を嫌悪した不当労働行為意思に基づくものであるとみることは、一般的には困難であるといわざるを得ない」（判決59頁）等と、重大な事実誤認（理由不備）を行ったのです。

私達は、最高裁での見直しは避けられないものと確信しております。

2、秘密「職制連絡会議」の労組支配介入の具体化として労組役員への配置まで確認。

原審判決が認定した、甲B1号証（笠原ファイル）は、人事考課評定権者である主任・係長らの秘密「職制連絡会議」であり、① 労働組合選挙対策、② 労組支部大会対策、③ 上告人ら組合活動家への差別・排除など「赤退治」対策、④ 会社業務、等について赤裸々に議論し、会社方針として実行した秘密資料である事はすでに述べたとおりです。

その内容で重要な柱の一つは、秘密「職制連絡会議」で検討した労組対策に基づき、組合支部執行部と活動内容を支配・監視する役割として、一貫して支部執行部に「職制連絡会議」から役員が送り込まれていた事実です（別紙資料）。会議録には、「47年度、執行部の考え方」の条件として、「執行部に管補3以上（注:主任・係長の職分が管理補佐職）2名入れる件」が検討され、「連絡会から2名でればよい」とする等、会社の秘密「職制連絡会議」で組合執行部の、候補者全体の構成まで検討していたことは、上告人ら作成の「昭和42年度より昭和62年度までの市川支部組合役員一覧」（別紙資料）によっても明らかな事実です。

　

3、 原審判決の集団間格差と不当労働行為の成否に関する審理不尽（理由不備）は明白です。

原審判決は、上告人らの昭和40年代からの集団性を認め、「有意な格差」を認定しながら、この格差が不当労働行為意思によるものかどうかの判断を放棄し、「当審においても展開された控訴人ら、参加人の各主張やこれまで提出された膨大な証拠からも明らかなように、双方が激しく争ってきた」（判決57頁）とするだけで、認定した事実についての審理・判断を行わない重大な誤りがあります。また、制度改変による人事考課成績の判断基準が変化している事実を認定しながら、昭和50年代の集団間比較において、昇号・昇格の重要な基準となるB考課成績の比較を行わなかった誤りにより、集団間格差から不当労働行為意思に至る判断を行わなかったことは、判決に重大な影響を及ぼす審理不尽（理由不備）であり、司法の職責を放棄した違法なものといわざるを得ません。従って、最高裁では速やかに上告受理決定をなし、弁論を開始され、下級審の誤りを厳しく正されることを強く要請いたします。

以上。
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